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１．はじめに

　これまでの中国の経済成長は投資に過度に依

存しており，技術進歩の寄与は相対的に軽微で

あった。中国は多くの工業製品で世界最大の生

産量を誇り，２００９年にドイツを抜いて世界最大

の輸出国となった。ところが，中国の輸出の中

では，原材料や中間財を輸入し，組立・加工し

たうえで，最終財を輸出するいわゆる加工貿易

が過半を占めている。「世界の工場」と言われ

ている中国ではあるが，結局は最終製品の組立

工場にとどまっているといわざるをえない。

　加工貿易を行う中国企業は多くの技術を外国

に依存しており，研究開発（R&D）活動を行う

企業は極めて少ない。国家統計局・科学技術部

編（２０１１， ２４－２６頁）によれば，中国では，R&D 

活動を行う企業は大・中規模の工業企業１（外資

企業を含む）全体のわずか３割にすぎない。ま

た，その３割の企業のうち，約３分の１は外資

企業である。さらに，企業は R&D 活動を行っ

ても，R&D 支出が売上に占める割合は１％以

下にとどまっている。

　加工貿易が生み出す付加価値はかなり低い。

中国の輸出は低付加価値の加工貿易が中心であ

り，低価格を武器とする中国製品は世界市場に

おいて深刻な貿易摩擦を引き起こしている。そ

のため先進国・途上国を問わず，中国製品はア

ンチダンピング（AD），相殺関税（CVD）など

の貿易救済措置の最大の標的となっている（大

橋２０１１）。

　資本投入に依存する「粗放型成長」２　には限

界があり，「中所得国の罠」３　に陥る可能性も高

まる。しかも中国は賃金の上昇期を迎え，人口
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億元，資産総額が４，０００万～４億元の企業であ
る（国家統計局２００３）。また，前記基準は２００３～
２０１０年の基準である。２０１１年に，中国国家統計
局は前記基準を調整した。

２　中国では，要素投入増加型成長は「粗放型成
長」と呼ばれ，全要素生産性（TFP）上昇型成
長は「集約型成長」と呼ばれている。呉（１９９５）
を参照。

３　第二次大戦後の世界経済を振り返ると，多く
の低所得国が中所得国の段階に達すると，経済
成長の鈍化に直面する傾向が見られる。こうし
て出現する中所得国の経済停滞局面を，Gill 
and Kharas （２００７）は「中所得国の罠」と呼ん
でいる。

───────────

───────────
＊本稿の作成にあたって２０１３年度アジア政経学会
東日本大会において丸川知雄教授（東京大学）
から，また本誌匿名レフェリーから貴重なコメ
ントを頂きました。ここに深く感謝の意を表し
ます。

１　国家統計局が２００３年に発布した「統計におけ
る大中小型企業の区分方法（暫定）（国統字［２００３］
１７号）」（「統計上大中小型企業劃分弁法」）によ
ると，大規模の工業企業とは，従業員が２，０００
人以上，売上高が３億元以上，資産総額が４億
元以上の企業である。中規模の工業企業とは，
従業員が３００～２，０００人，売上高が３，０００万～３
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ボーナス期の終焉に差し掛かっていることから，

中国は低賃金労働力の優位性を喪失しつつあり，

単純な組立・加工に依存する工業化も持続困難

となっている。そのため持続可能な成長方式へ

の転換は，中国にとって喫緊の課題となってい

る。

　低所得国が中所得国へと成長するに際しては，

先発国の成長モデルを導入すれば，「後発性の

利益」を享受することができる。ところが，低

所得国が中所得国の段階に達すると，導入すべ

きモデルが限定され，後発国は自らのイノベー

ションに依存せざるを得なくなる（大橋２０１２）。

　中国政府は投資依存型の成長方式の限界を強

く認識し，２００４年末に「自主創新」（以下：「自

主イノベーション」）による成長方式の転換を

打ち出した４。２００４年１２月３～５日に北京で開

かれた中央経済工作会議は，「自主イノベー

ション」は構造調整を推進するに当たっての中

心的な課題であると明確に提起した。その後，

中国の最も重要な指針である「国民経済・社会

発展５ヵ年計画」５　をはじめ，多くの政策にお

いて「自主イノベーション」は繰り返し強調さ

れ，国家戦略として位置づけられた。中国政府

は「国民経済と社会発展の第１１次５ヵ年計画

（２００６－２０１０年）」において，R&D 支出の対 GDP

比を２００５年の１．３％から２％へ高める６　などの

目標を打ち出し，企業が主体として，市場が誘

導し，産学研提携のイノベーション・システム

の構築を強調した。そこで，中国政府は製造業

の高付加価値を狙い，組立から自主研究開発へ

の転換を提唱し，「自主イノベーション」による

ハイテク産業の振興，さらに７つの戦略的新興

産業（省エネ・環境保護，新世代情報技術，バ

イオ，先端装備製造，新エネルギー，新素材，

新エネルギー車産業）の指定など，一連の産業

政策を打ち出した。

　２００６年２月９日に，国務院は「国家中長期科

学と技術発展計画綱要（２００６－２０２０）」を公布し

た。同「計画綱要」は，「自主イノベーション」

とは，国家イノベーション能力の増強を出発点

とする，①オリジナル・イノベーション，②集

成イノベーション，③導入，消化・吸収したう

えでの革新であると定義した（新華社２００６）。

本稿は政策に着目したために，前記「自主イノ

ベーション」の定義を使うこととする。

　戦略的新興産業の育成政策，つまり「自主イ

ノベーション」による成長方式の転換を提唱す

る産業政策とはいかなるものなのか。それには

どのような効果があり，またいかに評価すべき

なのか。戦略的新興産業の中で，急成長してい

るのが新エネルギー産業のなかの太陽光発電産

業である。太陽光発電産業は近年成長が始まっ

たばかりであるが，中国の生産量は短期間のう

ちに世界トップの座に躍り出た。そこで本稿で

は，太陽光発電産業を取り上げ，成長過程を概

観したうえで，成長過程における問題点を考察

し，その急成長の要因を分析する７。そして，

「自主イノベーション」の実態を分析したうえ

で，戦略的新興産業の育成政策の評価を試みる

こととする。なお，本稿では，太陽光発電産業

は太陽電池の製造業及び太陽電池による発電業

を意味することとする８。

───────────
４　「自主創新」は中国政府の文書においてしば
しば強調されてきた。例えば，１９９９年に「技術
革新，ハイテクの発展，産業化の実現に関する
中共中央，国務院の決定」が公布され，自主的
知的財産権を持つハイテク・ニューテク企業の
育成が提起された。ただし，「自主創新」が産業
構造調整・成長方式の転換の中心課題，国家戦
略として明確に位置づけられたのは２００４年末以
降である。

５　中国経済の市場化に伴い，中国では第１１次
５ヵ年計画（２０１１－２０１５年）から，「計画」では
なく，「規画」が用いられるようになった。

６　実際には，２０１０年に R&D 支出の対 GDP 比は
１．７５％にとどまっており，第１１次５ヵ年計画の
なかでも，数少ない未達成分野である。

───────────
７　同じ新エネルギー産業のうち，風力発電産業
については李（２０１３）を参照。

８　「中華人民共和国国民経済と社会発展の第１２
次５ヵ年計画」によれば，太陽エネルギー発電
装置の製造業と発電業は新エネルギー産業に含
まれている。太陽エネルギーによる発電は，太
陽光発電（太陽電池による発電）と太陽熱発電
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　太陽光発電産業に関する先行研究としては，

丸川（２００９），Marukawa（２０１２）及び丸川（２０１３）

があげられる。丸川（２００９）は中国の太陽電池

産業が先進製造装置の購入や海外上場で資金調

達することにより成長し，事実上ヨーロッパの

下請け業者にとどまっていることを指摘してい

る。Marukawa（２０１２）は世界第一の太陽電池

メーカーとなったサンテック（Suntech，尚徳

電力）のケーススタディを通じ，中国の太陽電

池産業の急速な成長を可能としたポイントとし

て，①製品アーキテクチャーのモジュール化，

②太陽電池メーカーから製造装置メーカーへの

生産技術の移転，③資金調達戦略，④技術選択

を指摘している。また，丸川（２０１３）は太陽電

池産業における日中逆転が生じた理由として，

①太陽電池製造装置メーカーにより「ターン

キー・ソリューション」製造装置の提供，②中

国の労働コストの低さ，③企業構造の相違を挙

げている。

　中国の太陽光発電産業の成長要因として，以

上の要因に加え，①中国政府の手厚い支援政策，

②海外上場による資金調達を大幅に上回る国内

銀行の融資，③中国の税優遇政策，④環境保護

コストの欠如を無視することはできない。丸川

（２００９，２０１３），Marukawa（２０１２）は２００９年以

降政府が太陽光発電の国内導入を推進する政策

を多く取り上げたが，企業の生産拡張への支援

や②～④の要因に関する言及は限定的である。

そこでは，本稿では，これらの優れた先行研究

を参考にしながら，上述した部分を補填しつつ，

議論を進めることとする。

２．太陽光発電産業の位置付け

　２００５年１２月７日に，国務院は「産業構造調整

の推進に関する暫定規定」（「促進産業結構調整

暫行規定」）を公布した。同「規定」において，

政府は，産業構造の高度化や自主的なイノベー

ション能力の増強を強調し，情報，バイオ，新

素材，新エネルギー，宇宙開発などの産業を重

点的に発展させる産業と指定した。また，政府

は，奨励類産業への投資に対して，輸入設備の

関税・増値税（value-added tax，付加価値税）

を免除すると決めた（国務院弁公庁２００５）。

　同日，国家発展改革委員会は上記「規定」の

実施細則である「産業構造調整指導目録（２００５

年）」を公布し，奨励類産業，制限類産業，淘汰

類産業を明確にした。太陽光発電産業（原材料

のシリコンやウェハーの製造を含む）は奨励類

産業と指定された（国家発展改革委員会２００５）。

　２００７年４月２８日に国家発展改革委員会は「高

技術（ハイテク）産業発展の第１１次５ヵ年計画」

を公布した（国家発展改革委員会２００７）。同「計

画」は，電子情報，バイオ，航空・宇宙開発，

新素材，新エネルギー，海洋産業をハイテク製

造業として重点的に発展させる産業と指定した。

太陽光発電産業は新エネルギー産業に含まれ，

また太陽電池用シリコン製造業は新素材産業に

含まれている。政府は，ハイテク産業に対して，

組立から自主研究開発への転換を強調している。

　２０１０年１０月１０日に，国務院は，「戦略的新興産

業の育成と発展の加速に関する国務院の決定

（国発［２０１０］３２号）」（「国務院関於加快培育和

発展戦略性新興産業的決定」）を公布した。同

決定は，７つの産業（省エネ・環境保護，新世

代情報技術，バイオ，先端装備製造，新エネル

ギー，新素材，新エネルギー車）を戦略的新興

産業と指定した。政府は，「自主イノベーショ

ン」能力の向上が戦略的新興産業の育成・発展

の中心であると述べ，また，戦略的新興産業を

支柱産業・先導産業へと育成させ，さらに国内

総生産に占める戦略的新興産業の付加価値の比

率を２０１５年までに８％，２０２０年までに１５％に引

き上げる，といった発展目標を打ち出した。ま

た，政府は，財政，融資，税優遇などの優遇措

置により，戦略的新興産業の成長を支援するこ

とを強調した（国務院弁公庁２０１０）。

───────────
といった２つタイプに大別できる。太陽光発電
は太陽熱発電と比べ，広く利用されている。本
稿は産業育成政策に着目したために，太陽エネ
ルギー発電装置の製造業，つまり太陽電池製造
業（原材料の多結晶シリコン製造業を含む）と
発電業を中心に議論することとする。
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　また，２０１１年３月１６日に，政府は「中華人民

共和国国民経済と社会発展の第１２次５ヵ年計

画」（２０１１－２０１５年）を公布した。同「計画」に

おいても，政府は，戦略的新興産業の育成，技

術進歩とイノベーションによる成長方式の転換，

イノベーション型国家の建設などを強調した

（『人民日報』２０１１年３月１７日）。

　さらに，２０１１年１２月３０日に，国務院は「工業

転換・昇級計画（２０１１－２０１５年）（国発［２０１１］

４７号）」（「工業転型昇級規画（２０１１－２０１５年）」）

を公布した。政府は同「計画」において，伝統

産業の改造と高度化，戦略的新興産業の育成と

発展，及び重点産業の発展方向を指示した。太

陽光発電産業の製造業は重点的に発展させる先

進的な装置製造業として指定された（国務院弁

公庁２０１２）。

　太陽光発電産業に対しては，政府が「自主イ

ノベーション」による成長を強調し，組立から

自主研究開発への成長方式の転換という大きな

期待を寄せている。ハイテク産業や戦略的新興

産業を指定することには，新たな成長のエンジ

ンを生み出し，産業の技術力を世界最先端レベ

ルへ引き上げ，将来の国際競争において優位に

立つなどの狙いがある９。

３．中国の太陽電池製造業の急成長

　まず，太陽電池の構造や製造過程を簡単に説

明しておきたい１０。太陽電池は p 型半導体と n 

型半導体を接合することにより，太陽光エネル

ギーを電気エネルギーへ転換するものである。

太陽電池は基本材料によって，シリコン系と非

シリコン系に大別できる。中国が生産した太陽

電池の９５％以上は結晶シリコン系（多結晶シリ

コンと単結晶シリコン）太陽電池である１１。

　結晶シリコン系太陽電池は次のような工程を

経て製造される。

　①太陽電池級シリコン１２　を製造する。

　②シリコン・インゴットを製造する。

　③インゴットを薄く切り，シリコン・ウェ

ハーを製造する。

　④シリコン・ウェハーに微量の燐やホウ素を

加え，上述した p 型と n 型半導体を製造する。

p 型半導体と n 型半導体を接合し，太陽電池セ

ルを製造する。

　⑤複数のセルをガラス板に配列してラミネー

ト加工し，フレームをつけ，太陽電池のモ

ジュールを組み立てる。

　⑥複数のモジュールにパワーコンディショ

ナーなどを加え，太陽電池システムを構築する。

　太陽電池の製造工程のなかで，高純度のシリ

コン材料の製造は資本・技術集約的で，技術レ

ベルが最も高い。モジュールの組立は労働集約

的で，技術レベルが最も低い。

　

（１）中国の太陽電池の生産量

　２００４年に中国の太陽電池セルの生産量は４０ 

MW あり，世界の生産量の３．３％に過ぎなかっ

た。その後，中国の生産量は急増し，２００８年に

世界最大の生産国となった。２０１１年になると，

中国は世界の半分以上の太陽電池セルを生産す

ることとなった（表１）。

　モジュール生産は労働集約的で，投資が少な

く，技術も簡単なために，参入が容易である。

中国には，モジュール組立だけを行う専業メー

───────────
９　篠原（１９７６，３１－５０ページ）によると，育成
産業の伝統的な選択基準としては，所得弾力性
基準，生産性上昇率基準，連関効果の基準など
がある。中国政府は上記７つの戦略的新興産業
を選択した際に，知識技術集約度，低資源・エ
ネルギー消費，高雇用吸収力なども選択基準と
して用いた。

１０　以下の記述では，独立行政法人産業技術総合
研究所などのホームページを参照した。

───────────
１１　太陽電池の技術分類については，Marukawa
（２０１２，pp. ２－４），丸川（２０１３，１２２－１２５ページ）
を参照。

１２　多結晶シリコンは純度によって，金属級，太
陽電池級，電子級に分けられる。金属級シリコ
ンの純度は　１N（９０％）～　２N（９９％），太陽電池
級シリコンの純度は　６N（９９．９９９９％）～　７N
（９９．９９９９９％），電子級シリコンの純度は　９N
（９９．９９９９９９９％）～１１N（９９．９９９９９９９９９％）であ
る。
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カーが多数存在する。丸川（２００９）によれば，

２００７年時点で２００社余りのモジュール組立業者

が存在したが，２００８年には４００社近くに増加し，

靴や手袋の専業メーカーまでもが参入した。

International Energy Agency（2012b, p. 27）に

よれば，２０１１年に中国は２万１，７１５ MW の太陽

電池モジュールを生産し，ドイツや日本を大幅

に上回り，IEA-PVPS１３　参加国の生産量の６２％

を占めた。

　

（２）多結晶シリコン製造業の成長

　シリコン系太陽電池の原材料は高純度の多結

晶シリコンである。多結晶シリコン材料の供給

は太陽電池生産の需要に追い付かず，多結晶シ

リコンの価格は高騰した。２００２年時点における

太陽電池級多結晶シリコンの価格は２５ドル／KG

であったが（『中国新能源網』２００８年９月１８日），

２００８年の最高価格は５００ドル／KG に達した（馬

２０１１）。ところが，２００６年まで中国には多結晶

シリコン製造企業は２社（洛陽中硅，峨嵋半導

体）しかなく，生産量はごく少量であり，中国

は輸入に依存せざるを得なかった。

　２００５年１２月７日に国家発展改革委員会は前述

した「産業構造調整指導目録（２００５年）」を公布

し，シリコン，シリコン・インゴット，シリコ

ン・ウェハー製造業を奨励類産業に指定した。

多結晶シリコン価格が高騰する中で，政府によ

る支援政策が後押しとなって，中国では多結晶

シリコン製造分野への投資ブームが沸き起こっ

た。馬（２０１１）によれば，２０１０年に多結晶シリ

コン生産企業は２８社を超え，さらに４７の多結晶

シリコン工場が建設中であるという。多結晶シ

リコンのブームのなかで，異業種企業も数多く

参入し，それまでダウンジャケットを専業とし

ていた企業 BSD 社までもがこの産業に参入し

た。

　既存企業や新設企業を問わず，多結晶シリコ

ン製造企業は生産拡大に向けて投資を続けた。

その結果，中国の多結晶シリコンの生産量も急

増した（表２）。Xu et al.（2012, p. 17）による

と，２０１１年に中国の多結晶シリコン（太陽電池

級）の生産量は８万４千トンであり，世界の

３５％を占めている。

（３）シリコン・インゴット，シリコン・ウェ

ハー製造業の成長

　シリコンの製造や太陽電池セルの製造と同様

に，中国のシリコン・インゴット，シリコン・

ウェハー製造業も急速な成長を遂げた。２０１１年

に中国は２４．５ GW のシリコン・ウェハーを生産

し，世界の生産量（４０ GW 強）の約６割を占め

───────────
１３　IEA-PVPS とは，国際エネルギー機関（IEA）
の太陽光発電システム研究開発プログラムであ
る（International Energy Agency - Photovoltaic 
Power Systems Programme）。IEA-PVPS 参加
国は，世界の太陽電池生産量及び太陽光発電導
入量の９割以上を占めている。IEA-PVPS 参
加国はほとんど OECD 加盟国である。中国は 
OECD 加 盟 国 で は な い が，２０１０年 に IEA-
PVPS に参加した。

表１　世界の太陽電池セルの生産量（２００４～２０１１年）
単位：MW，%

２０１１２０１０２００９２００８２００７２００６２００５２００４
２０，５９２１１，７２８３，９３９１，８４８８３８３４２１２８４０中国

７６１９８１１３１２１１４５１６７２２０　　年伸び率（%）
６２４９３７２７２３１４７３　　中国/世界（%）

２，０７８３，１２７１，９３０１，９４９１，０６７６７３４７３３１２ヨーロッパ
２，０６９２，１８２１，５０８１，２６８９３８９２６８３３６０２日本
８，３４８６，８６１３，２８３１，７５８８６７５１７３４８２４５その他
３３，０８７２３，８９８１０，６６０６，８２３３，７１０２，４５８１，７８２１，１９９世界

出所：丸川（２０１３，１００ページ）（原資料は PV News 各号）。
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た（Xu et al. 2012, p. 18）。

　このように，中国の太陽光発電産業は２００４年

から本格的な成長軌道に乗ったが，わずか数年

間のうちに太陽電池の基本材料である多結晶シ

リコン（太陽電池級），シリコン・ウェハー，太

陽電池のセル，モジュール，その生産量いずれ

もが世界第１位となった。

　２００４年から中国に多数の太陽電池メーカーが

誕生し，その後ピーク時には５００社余りに達し

た（『２１世紀経済報道』２０１１年１０月２６日）。Lv et 

al.（2013, p. 17）によると，２０１２年の世界の太陽

電池メーカー上位１０社（生産量）のうち，中国

メーカーは６社を占めている。

４．中国の太陽光発電設備導入容量

　２００９年まで，中国の太陽光発電設備導入容量

は極めて少なかった（表３）。２００７年８月３１日

に国家発展改革委員会は２０２０年までの期間を対

象とした「再生可能エネルギー中長期発展計画」

を公布した。同「計画」は，２０１０年まで太陽エ

ネルギー発電の累計設備容量を３００ MW （うち

太陽光発電２５０ MW，太陽熱発電５０ MW），２０２０

年までの太陽光発電の累計設備容量を１，６００ 

MW（１．６ GW）に引き上げる目標を掲げた。

表２　中国の多結晶シリコンの生産量・輸入量
単位：トン
２０１２２０１１２０１０２００９２００８２００７２００６
１９０，０００１６５，０００６０，０００４０，０００２０，０００４，５００３，３００生産能力
７１，０００８４，０００４５，０００２０，３５７４，７２９１，１００３００生産量
８２，７００６４，６００４４，０００１９，６４３２０，２７１８，９００３，７００輸入量

出所：２００６年の生産能力は王・任・高等（２０１０），３９頁，２００６年の他のデータ及び２００７～２０１０年は Inter-
national Energy Agency （2012 a），p. 47，２０１１年は Xu et al.（2012），p. 17，２０１２年は Lv et al.（2013），
p. 13。

表３　中国における太陽光発電設備容量の推移
単位：MW，%

年伸び率
（%）

累計
導入量年導入量LS-PVBIPV&

BAPV
PV Pro

通信・
工業用

農村
電気化

－１９．０３．００．００．００．２０．８２．０２０００
５０．０２３．５４．５０．００．００．５１．５２．５２００１
３１１．１４２．０１８．５０．００．０１．５２．０１５．０２００２
－４５．９５２．０１０．００．００．１１．０３．０６．０２００３
０．０６２．０１０．００．０１．２２．０２．８４．０２００４

－２０．０７０．０８．００．２１．３１．５２．９２．０２００５
２５．０８０．０１０．００．０１．０４．０２．０３．０２００６
１００．０１００．０２０．００．２２．０６．０３．３８．５２００７
１００．０１４０．０４０．００．５１０．０２０．５５．０４．０２００８
３００．０３００．０１６０．０１０８．０３４．２６．０２．０９．８２００９
２１２．５８００．０５００．０２８３．０１９０．０６．０６．０１５．０２０１０
４００．０３,３００．０２,５００．０２,０００．０４８０．０５．０５．０１０．０２０１１
４０．０７,０００．０３,５００．０２,０００．０１,４６０．０１０．０１０．０２０．０２０１２

出所：Lv et al.（2013），p. 6.
注：１．原資料を四捨五入したために，年導入容量と用途別の合計に若干差異が生じている場合がある。
２．PV Pro（PV Products）は街灯などの太陽電池応用製品，BIPV（Building Integrated Photovoltaics）
は建物一体型太陽光発電，BAPV（Building attached Photovoltaics）は建物据付型太陽光発電，LS-
PV（Large-scale PV power plants）は大規模太陽光発電所である。
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（１）太陽光発電設備導入容量の推移

　太陽光発電はコストが高いため，２００９年から

中国政府は「太陽エネルギー屋上計画」や「金

太陽モデル・プロジェクト」を実施したが，い

ずれもモデル・プロジェクトにとどまった。

　後述するように，太陽電池製造業は外需に依

存して急成長し，生産拡大を実現した結果，生

産過剰に陥り，深刻な貿易摩擦に直面した。太

陽電池製造業を救済する狙いもあり，政府は太

陽光発電の国内導入に転じた。２０１１年７月に国

家発展改革委員会は「太陽光発電の系統連系１４ 

電力価格の政策を完備させることに関する国家

発展改革委員会の通知（発改価格［２０１１］１５９４

号）」を通達した。同「通知」は，２０１１年に完成

した太陽光発電プロジェクトに対して１．１５元／

KWh の FIT（固定価格買取制度），２０１２年から

１．０元／KWh の FIT を決めた。１．１５元／KWh の 

FIT 価格を享受するために，太陽光発電所の建

設は一大ブームとなった。

　ところが，２０１１～２０１２年の導入容量のうち，

計４，０００ MW は砂漠に建設された大規模太陽光

発電所である。中国は電力消費が少ない内陸部

に大規模な風力発電所を建設したために，送電

面での問題がすでに深刻化している。太陽光発

電についても同様であり，発電した電力をいか

にして送電するかが重大な問題となっている。

（２）国内導入・輸出のアンバランス

　中国は世界第１位の太陽電池生産国ではある

が，国内導入は極めて少ない。Wang（２０１２）

によれば，２００５～２０１０年においては，９５％以上

の太陽電池は輸出されていた（表４）。２０１１年

に中国政府は太陽光発電の国内導入に踏み切っ

たが，２０１１年の国内導入量は生産量の１２％にす

ぎなかった。

　中国の通関統計によれば，２０１０～２０１１年の両

年，中国の太陽電池の輸出額は２００億ドルを超

え，中国の全ての輸出品目（HS　８　桁）の中で，

太陽電池は金額ベースで第６位の輸出品目と

なった（中華人民共和国海関総署２０１１，２０１２）。

しかし，９５％以上の極めて高い輸出比率は，後

に深刻な貿易摩擦をもたらした。

　
５．中国の太陽光発電産業の

発展における問題点
　

（１）外需依存・貿易摩擦

　前述したように，中国は生産した太陽電池の

９５％以上を輸出しており，外需への依存度は極

めて高い。

　中国の通関統計によれば，中国の太陽電池の

主要な輸出市場はドイツ，オランダ，イタリア

などのヨーロッパ諸国であり，ヨーロッパ諸国

への輸出額は中国の太陽電池の輸出総額の７０％

～８０％を占めていた（後掲表６を参照）。しか

し，２００８年の金融危機以来，太陽光発電への補

助は大きな財政負担になったために，ヨーロッ

パ諸国は FIT を下げるなど，太陽光発電への補

助を減額した。輸出に依存する中国の太陽電池

メーカーは，アメリカなどの新たな輸出市場へ

の販売を強化した。

　ドイツやアメリカでは，中国などの低コスト

表４　中国の太陽電池（モジュール）の国内導入と輸出量
単位：MW，%

２０１１２０１０２００９２００８２００７２００６２００５２００４
２１，７１５１０，８００４，０１１２，６００１，０８８４００２００５０生産量
２，５００５００１６０４０２０１０５１０国内導入

n.a.１０，３００３，８５１２，５６０１，０６８３９０１９５４０輸出
n.a.９５９６９８９８９８９８８０輸出/生産量（%）

出所：２００４～２０１０年は Wang（２０１２），International Energy Agency（２０１１），p. ５１，２０１１年は International 
Energy Agency（２０１２ b），p. ２７。

───────────
１４　系統連系とは，再生可能エネルギー発電シス
テムを送電線網に接続する形態である。
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を武器とする新興メーカーに敗れ，倒産あるい

は経営不振に陥った太陽電池メーカーも現れた。

欧米諸国の太陽電池メーカーの提訴により，中

国と欧米諸国との間で太陽電池をめぐって深刻

な貿易摩擦が発生した。２０１２年１０月１７日にアメ

リカ商務省は中国産の太陽電池に対して１８．３２ 

％～２４９．９６％のアンチダンピング関税，及び

１４．７８％～１５．９７％の相殺関税を課することを決

定した。

　アメリカに続いて，２０１２年に欧州委員会は中

国産の太陽電池に対するアンチダンピング調査

や相殺関税調査を発動した。関連する金額は

２００億ドルにも及び，中国・EU 間最大の貿易摩

擦の事例となった。２０１３年７月末に，中国と 

EU は，対 EU 輸出の太陽電池が最低価格及び

年間最高輸出額を設定することに合意した（『人

民日報』２０１３年８月３日）。

　

（２）生産能力過剰

　中国の太陽光発電産業の各段階において，生

産能力過剰問題が発生した。多結晶シリコン，

太陽電池セルやモジュールなどの生産量はいず

れも生産能力より大幅に下回っており，実質的

な稼働率は６０％前後にとどまっている（表５）。

　国務院は２００９年９月に，「部分産業の生産能

力過剰及び重複建設を抑制して産業の健康的な

発展を導くための若干意見」の中で，鉄鋼，セ

メントなどの従来の生産過剰産業のみならず，

多結晶シリコンなどの新興産業にも重複建設が

発生したことを指摘した。同「通知」によると，

２００８年の中国の多結晶シリコン生産量は４，０００

トンであったが，生産能力はすでに２万トンに

達した（国務院弁公庁２００９）。

　ところが，政府の指摘にもかかわらず，２０１２

年に中国の多結晶シリコンの生産能力はさらに

１９万トンへと急増した。しかし，２０１２年の生産

量は７万１，０００トンであり，生産能力の３７％に

とどまっている（Lv et al. 2013, p. 13）。

　２０１１年に世界全体に設置された太陽光発電容

量は３０ GW 程度である。４０ GW の生産能力を持

ちながら，生産量の９５％を輸出に依存していた

中国の太陽電池産業の生産能力はすでに世界の

需要を超える。外需に過度に依存することに危

惧を覚えた中国政府は，国内導入を推進し始め

た。しかし，２０１１年に国内導入は４００％の伸び

率で急増したものの，導入容量は２．５ GW に過

ぎず，４０ GW の生産能力を消化するのは現時点

では不可能である。

　ところが，２０１２年２月２４日に，工業情報化部

は前述した国務院が公布した「工業転換・昇級

計画（２０１１－２０１５年）（国発［２０１１］４７号）」に基

づき，「太陽光発電産業発展の第１２次５ヵ年計

画」（２０１１－２０１５）を公布した。この計画は太陽

電池産業の生産目標を定めている。具体的には，

２０１５年までに，多結晶シリコンのリーダー企業

は５万トン級，中堅企業は１万トン級の生産量

に引き上げ，また，太陽電池リーダー企業は　５ 

GW 級，中堅企業は　１ GW 級に引き上げるとい

う目標である（工業和信息化部２０１２）。

　しかし，２０１１年の時点において，中国の太陽

電池のリーダー企業の生産量は　１ GW ～　２ GW 

であり，多結晶シリコンの上位２社の生産量は

それぞれ２．９万トンと１万トンであった。２０１１

年の時点で中国はすでに世界の半分以上の太陽

表５　中国の太陽電池製造業の生産量・生産能力

２０１２２０１１
稼働率生産量生産能力稼働率生産量生産能力
３７%７．１１９５１%８．４１６．５多結晶シリコン（万トン）
５６%２８５０６０%２４４０シリコンウェハー（GW）

６５%１２１８．６６９%１１１６太陽電池セル
（トップ１０社のみ）（GW）

５８%２３４０７０%２１３０太陽電池モジュール（GW）
出所：２０１１年は Xu et al.（２０１２），pp. 16-20，２０１２年は Lv et al.（２０１３），pp. 13-17より作成。
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電池を生産し，約３５％の多結晶シリコンを生産

することになった。

　上記の「太陽光発電産業発展の第１２次５ヵ年

計画」（２０１１－２０１５）が掲げた目標を実現すれば，

中国の太陽電池製造業は２０１１年時点の生産能力

のもとで，さらに２～３倍以上生産拡張をしな

ければならない。しかし，世界全体の需要（し

かも，世界の市場も政策で支えられている市場

である）を大幅に超えるほどの生産能力に達す

ると，どこを市場にするかという根本的な問題

に直面することになる。

　過剰生産能力を抱える中国の太陽光発電産業

は，技術的な競争力もなく，低価格販売を余儀

なくされた。従来の産業と同様に，「価格競争」

が訪れたのである。

　外需の低迷や貿易摩擦に直面した太陽電池産

業を救済するために，政府は導入目標を大幅に

上方修正し続けた。２０１２年７月７日に国家能源

局は，「太陽エネルギー発電発展の第１２次５ヵ

年計画」を公布した。同「計画」によると，２０１５

年までに太陽光発電国内導入量を２０ GW，２０２０

年までには４７ GW に引き上げるという目標が掲

げられている（国家能源局２０１２）。さらに，２０１３

年７月１５日に，国務院は「太陽光発電産業の

発展の促進に関する国務院の若干意見（国発

［２０１３］２４号）」を公布した。同「意見」は，２０１５

年までの太陽光発電の累計設備容量を３５ GW に

引き上げる目標を掲げた（国務院弁公庁２０１３）。

　

（３）高エネルギー消耗産業

　中国の多結晶シリコン生産企業の平均電力消

耗は先進国の３～４倍である。また，多結晶シ

リコン１トン当たりの生産は，その８倍の四塩

化ケイ素という副産物の発生を伴う。それは環

境を汚染する有毒な液体である。大多数の企業

では，四塩化ケイ素の回収設備は未設置である

か，部分的にしか設置されていなかった（『南方

日報』２０１０年７月２３日）。

　２０１０年１２月３１日に工業情報化部，国家発展改

革委員会，環境保護部は共同で「多結晶シリコ

ン産業参入条件（工連電子［２０１０］１３７号）」（「多

晶硅行業準入条件」）を公布し，電力消耗や副産

物の回収などに関する多くの基準を定めた。こ

のように，政府はようやく多結晶シリコンの汚

染問題に対する措置を講じた。その後，工業情

報化部は前記「参入条件」に満たした企業リス

トを公布した。同リストによれば，７０社の生産

企業の内，２０社のみが定められた条件に満たし

た。

　２０１１年に中国はすでに１６．５万トンの多結晶シ

リコンの生産能力を持っていたが，生産量は

８．４万トンにとどまった。２０１２年１～８月に平

均輸入価格は２０１１年の５８．８ドル／KG から２６．９

ドル／KG へと急激に下落した。中国企業の生

産コスト（５０～６０ドル／KG）は輸入価格よりも

はるかに高かった。中国が生産した多結晶シリ

コンは品質・コスト両面において競争力を持ち

合わせていないため，大量な多結晶シリコンを

輸入した。江西賽維 LDK や洛陽中硅（２０１１年

に中国第２，３位の多結晶シリコン生産企業）

を含む，多くの企業は生産停止，あるいは部分

的な生産停止に陥った。中国第１位の保利協 

（GCL-Poly）も大幅に減産し，産業全体として

窮地に陥った（中国有色金属工業協会硅業分会

２０１２）。

　多結晶シリコン工場の建設がブームとなった

２００８年に，低コスト・高品質の多結晶シリコン

を製造するのは，巨大な資金，設備の他に，物

理，材料，化学及び工程などの専門的な人材も

不可欠であると中国科学院の王占国教授は述べ

ており，多結晶シリコン工場の乱立は低水準の

重複建設であると厳しく批判している（『新華

網』２００８年４月９日）。

　しかし，多結晶シリコンの生産へ参入する企

業の多くは，化学工業のバックグランドを持た

ない。それまで中国には多結晶シリコンの生産

企業は２社しかなかった。それゆえ人材面でも，

急増した多結晶シリコン生産企業の需要を満た

すことができない状況にある。

　

（４）低付加価値の組立産業

　Xu et al.（2012, p. 16）によれば，２０１１年に中
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国には６０社余りの太陽電池セルメーカーがある

が，３３０社以上のモジュールメーカーがある。

単純に言えば，約２７０社のモジュールメーカー

はセルを外部調達していると考えられる。それ

では，セルはどこから調達されたのか。ここで

は，中国の通関統計を用い，太陽電池セルの輸

入先を明らかにする。太陽電池の輸出が急増し

たために，２００９年に中国税関は太陽電池専用の 

HS コード（HS ８５４１４０２０）を新設した。ちなみ

に，太陽電池は生産工程によってセル，モ

ジュールに分けられるが，通関統計上において

は，いずれも HS ８５４１４０２０を使っている。表６

と表７は，それぞれ中国の太陽電池の輸出国と

輸入国の上位５カ国（２０１１年の金額ベース）を

表している。

　中国の通関統計によれば，中国の主な太陽電

池輸入先は台湾，マレーシア１５，ドイツである。

これらの国・地区はいずれも太陽電池の主な生

産地である。

　２００９年に中国は１億６，９３０万個の太陽電池を

輸出し，２億１，１２８万個の太陽電池を輸入した。

輸入した太陽電池の平均単価は４．８ドル／個，輸

出は４２．０ドル／個である。輸出した太陽電池の

付加価値のほうが高いように見えるが，実際に

はそうではない。

　ここで，輸出入の太陽電池の平均重量を確認

表６　中国の太陽電池輸出の上位５カ国
単位：万個，万 KG，万ドル
２０１１２０１０２００９

KG
/個

ドル
/個金額重量数量KG

/個
ドル
/個金額重量数量KG

/個
ドル
/個金額重量数量国/地区

１７．８３２８６．５５０２，１６２３１，２４０１，７５２１２．９８２５８．８３４３，８０７１７，２４５１，３２８１７．０７４０４．４１３１，７２０５，５６０３２６オランダ
４．０９７１．５４８１，４９３２７，５２７６，７３７４．３７８９．４６４５，１３０３１，５６０７，２１４２．６０６８．７２６８，６８５１０，１７６３，９１１ドイツ
８．０１１４２．７３５７，３５３２０，０７１２，５０５８．２２１６６．８４３８，３９６２１，５９５２，６２８５．０６１３４．９６９，４１４２，６０１５１４イタリア
４．７１６９．７２４９，４７１１６，８６２３，５７９５．４９１０２．３１０４，２５３５，６０１１，０２０２．７４６０．４３０，６２４１，３８９５０７アメリカ
１７．３１２８０．９１６１，３８１９，９４１５７４１７．３８３４１．４７７，２５０３，９３２２２６１８．２４４１５．７４１，６３７１，８２７１００ベルギー
１．５７２８．０５２５，９８７２９，４１３１８，７６０１．６０３４．７４１０，５４７１８，９６１１１，８４８０．５６１４．６１６９，２４３６，４２４１１，５７２その他
３．９８６７．２２，２７７，８４６１３５，０５５３３，９０８４．０８８３．２２，０１９，３８３９８，８９５２４，２６４１．６５４２．０７１１，３２３２７，９７７１６，９３０合計

出所：中華人民共和国海関総署（２０１０，２０１１，２０１２）より作成。
注：太陽電池＝HS ８５４１４０２０。

表７　中国の太陽電池輸入の上位５カ国
単位：万個，万 KG，万ドル
２０１１２０１０２００９

KG
/個

ドル
/個金額重量数量KG

/個
ドル
/個金額重量数量KG

/個
ドル
/個金額重量数量国/地区

０．０２３３．７９７，６７１６１０２６，５５１０．０３８５．２１０５，１７４７７４２０，１２５０．０１５５．３５０，９４２１４１９，６４６台湾
０．０１０３．４２８，４８３８７８，３６５０．０１２５．６３２，７５０７２５，８２９０．０２８３．７８３９６２２６マレーシア
０．０２７５．０２０，００７１０６３，９６９０．０３１５．２１９，８９８１１８３，８０１０．０３０８．５２８，０３６１０１３，３１７ドイツ
０．０１３４．２２２，０７１６７５，３０００．０１３４．１１６，２９４５１３，９５６０．００９３．８９，９６０２５２，６００日本
０．０１０２．３７，９６２３５３，４９８０．００８２．２１４，８２７５４６，７４３０．００８１．２２，１２１１５１，８１４フィリピン
０．０２８３．５２５，７３６２０５７，３３１０．０３５４．２３４，８９５２９１８，２８４０．０２３２．７９，４５０８１３，５２６その他
０．０２０３．７２０１，９３０１，１１０５５，０１４０．０２８４．６２２３，８３７１，３６０４８，７３８０．０１７４．８１０１，３４８３６８２１，１２８合計

出所：中華人民共和国海関総署（２０１０，２０１１，２０１２）より作成。
注：太陽電池＝HS ８５４１４０２０。

───────────
１５　２０１０年にマレーシアが一気に中国の第２位の
太陽電池輸入先になったのは，ドイツの Q-
Cells（世界最大の太陽電池メーカーであった）
のマレーシアへの進出と関係がある。２０１０年の
時点で，Q-Cells の他に，マレーシアには太陽
電池メーカーがさらに４社あり，そのうち最も
大きいのはアメリカの FirstSolar である。ただ

───────────
し，FirstSolar は CdTe 薄膜太陽電池に特化し
てきたのに対して，Q-Cells は結晶シリコン系
太陽電池セルの生産に集中している。また，中
国産の太陽電池の中で，結晶シリコン系太陽電
池は９５％以上である。そのため，中国がマレー
シアから輸入したのは，主に Q-Cells 産のセル
であると考えられる。ただし，２０１２年に Q-
Cells は倒産し，韓国の Hanwha グループに買
収された。
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しておきたい。輸入した太陽電池の平均重量は

わずか０．０１７ KG／個であったのに対して，輸出

は１．６５ KG／個であり，輸入の９５倍である。すな

わち，中国から輸出した太陽電池は輸入よりも

重量が９５倍であるのに対して，１個当たりの単

価は８．８倍の増加にとどまった。

　太陽電池のセルは，p 型半導体と n 型半導体

（シリコン・ウェハーから製造される）を接合

したものであるために，セルの１個当たりの重

量は軽い。モジュールは複数のセルをガラス板

に配列し，さらにフレームをつけたものである

ために，１個当たりの重量はセルよりはるかに

重い。

　中国が輸出した太陽電池の平均重量は輸入し

たのよりはるかに重いことから，中国メーカー

は多くのセルを輸入し，国内でモジュールに加

工し，モジュールとして輸出していると考えら

れる。モジュール生産のみを行う専門業者のほ

か，２０１２年まで中国第１位の太陽電池メーカー

であったサンテックや Canadian Solar（蘇州阿

特斯）など中国太陽電池上位メーカーもモ

ジュールの  OEM  生産を行っている。

　２０１０年と２０１１年に輸出した太陽電池の平均重

量は約　４ KG／個であり，輸入は平均０．０２４ KG／

個であった。中国は依然としてセルを輸入して，

モジュールに加工し，再び輸出していると考え

られる。

　このように，中国の太陽電池メーカーは，国

産のセルの他に，台湾，ドイツ（あるいはドイ

ツ企業の海外生産拠点）などの国・地区からセ

ルを輸入し，モジュールに組み立て，完成した

モジュールをヨーロッパへ輸出している。

　実際のところ，中国の太陽電池メーカーは，

中国の太陽電池製造業がグローバル分業の中で

付加価値の最も低い部分を担っていることを明

確に認識している。Canadian Solar の会長兼 

CEO・瞿暁 によると，欧米市場で設置された

太陽光発電システムの価格は２～３ドル／W で

あり，そのうち中国で発生した付加価値は約

０．２～０．３ドルに過ぎず，全体の１０％にとどまっ

ているという（『国際金融報』２０１２年８月６日）。

　一方，太陽電池メーカーはセルなどの原材料

を輸入するには，輸入関税・増値税（Value-

added Tax，付加価値税）の免除を受けられる。

例えば，中国の上位メーカー江西賽維 LDK が

立地する江西省新余市の税関は新余ハイテク産

業パークに保税倉庫を設立した。これにより，

賽維 LDK をはじめ，新余の太陽電池製造企業

の輸入関税の減免が可能となり，産業の急速な

成長を加速させた（『中国新余網』２００９年１２月

２５日）。

　中国は外資企業の誘致や輸出促進などのため

に，再輸出を前提とする輸入部品・原材料に対

して，輸入関税・増値税を免除する措置を講じ

ている。これらの部品・原材料は一時的に保税

倉庫に保管される場合がある。保税措置は，こ

れまで中国の輸出の半分以上を占めてきた加工

貿易の基本的なスキームとなっている。生産設

備を輸入する場合は，保税倉庫は必要がない。

新余税関が保税倉庫まで設立したので，賽維 

LDK などの企業が輸入した太陽電池セルや他

の原材料・部品なども輸入関税・増値税の免除

措置を享受していると考えられる。

　実際に，輸入関税・増値税の免除措置を享受

しているのは，賽維 LDK だけではない。サン

テックの２００５年及び２００６年のアニュアルレポー

トによれば，サンテックが輸入した原材料も増

値税の免除を受けている。

　中国政府は組立から研究開発への転換や産業

の高付加価値化を提唱し，自主イノベーション

による戦略的新興産業の成長を促している。し

かし多くの中国企業はモジュールの組立に従事

しており，従来通りの加工貿易にとどまってい

る。その意味で，太陽光発電産業は新たな組立

産業にとどまっているものと考えられる。

６．中国の太陽光発電産業の成長要因

（１）ヨーロッパ外需の存在

　近年，ヨーロッパ諸国は太陽光発電の導入を

推進してきた。ヨーロッパの外需が存在するた

めに，中国の太陽電池メーカーが次々と誕生し，

ヨーロッパ向け輸出を中心に生産を拡大した。



中国の太陽光発電産業
―「自主創新」の成果と限界―

６７

（２）政府の支援

　丸川（２００９）が指摘したように，中国の太陽

電池産業の急速な発展は，中国政府の産業政策

があったから起こったわけではない。２００６年に

公布された「第１１次５カ年計画」（２００６－２０１０

年）の第十二章には，風力発電の具体的な導入

地域や設備容量導入目標を明記したのに対して，

太陽光発電に関しては，積極的に太陽エネル

ギーを開発・利用するという記載にとどまって

いる。太陽光発電は風力発電よりコストが高い

ため，当初政府は国内導入を重視していなかっ

た。

　中国の太陽電池製造業は外需に依存して巨大

な輸出産業となった。しかし，中国に世界全体

の需要を超えるほどの過剰生産能力が形成され

たのは，政府の支援，とりわけ２００９年以降の支

援を無視できない。ただし，中国政府は主に太

陽電池製造業の生産拡張を支援してきた。

　２０１１年まで全国３１省・市・自治区は太陽光発

電産業を優先的に支援する新興産業に指定した。

全国６００都市のうち，３００都市が太陽電池製造産

業を発展させ，１００余りの都市が太陽電池産業

基地を建設した。なかには，関連産業の基盤が

ない都市も，現実を無視してゼロから太陽電池

製造業をスタートさせている（『人民網』２０１１

年１１月９日）。

①　江西省の事例

　ここでは，江西賽維 LDK（江西省新余市）が

立地する江西省の事例を取り上げ，地方政府が

どこまで太陽光発電産業を支援しているかを見

てみよう。賽維 LDK の創業者・彭小峰は，も

ともと作業服や作業用手袋製造企業を経営して

いた。２００５年に新余市に賽維 LDK を設立し，

生産設備を輸入し，太陽電池用シリコン・ウェ

ハーの生産を始めた。２００７年にはニューヨーク

上場を実現した。化学工業の歴史をもたない賽

維 LDK であるが，２００８年に原材料の多結晶シ

リコンの生産に参入し，太陽電池の生産にも参

入した。２０１１年に賽維 LDK は中国の第１位の

シリコン・ウェハー生産企業，第２位の多結晶

シリコン製造企業となった。

　賽維 LDK は設立当初から，新余市政府の支

援を受けた。例えば，市政府は「太陽光発電産

業の発展の加速に関する若干意見」や「江西省

太陽光発電産業特色工業パークの発展への支援

に関する措置」などを公布し，賽維 LDK を重

点支援対象とした。太陽光発電製造企業に対し

て，土地，資金，政策，人材，電力の使用，産

業チェーンの拡張などの面で一連の支援措置を

講じて，同市は全力をあげて太陽光発電産業の

成長を後押しすることとなった。

　具体的に，まず市政府は土地提供を優先的に

保障した。省財政庁と省発展改革委員会は太陽

光発電製造企業に対して，汚水排出費や環境監

督観測費などの行政費用を５分の１の水準にま

で引き下げた。さらに，新余市の税関は２４時間

通関体制をとり，通関手続きの簡素化措置や輸

入関税の減免措置を講じた（『中国新余網』２００９

年１２月２５日）。

　賽維 LDK の２００９年のアニュアルレポートに

よれば，２００６年に賽維 LDK が立地する新余高

・新技術（ハイテク・ニューテク）産業パーク

は，０．４０元／Kwh の優遇電気料金を提供した。

当時，新余の正常電気料金は０．５５元／Kwh で

あった。２００７年に，新余高新技術産業パークは，

賽維 LDK の多結晶シリコン生産を支援するた

めに，さらに低廉な０．２５元／Kwh の優遇電気料

金を提供した。つまり，賽維 LDK は事実上０．３

元／Kwh を電気料金の補助金として享受してい

た。一方，多結晶シリコン製造業は，高エネル

ギー消耗産業であり，電気料金は主なコストで

ある。賽維 LDK の各年度のアニュアルレポー

トによれば，２００６～２０１２年，賽維 LDK は計１．３

億ドルの電気料金補助金を獲得した。電気料金

の他，賽維 LDK は他の名目の補助金も獲得し

た。

　２００９年１２月２９日に江西省政府は「江西省の１０

大戦略的新興産業の発展計画に関する江西省人

民政府の通知」を公布し，江西省の十大戦略的

新興産業を指定し，それぞれの発展計画を策定

した。その第１号が「太陽光発電産業（２００９－

２０１５）発展計画」である（江西省人民政府２００９）。
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　同「計画」によると，２００８年に江西省には一

定規模以上の太陽光発電関連企業が４０社以上あ

り，同２００８年の総売上高は１９６億元であった。

なかでも，賽維 LDK の２００８年の売上高は１００億

元を超え，多結晶シリコン・ウェハーの生産能

力は１．５ GW に達した。

　同「計画」は，２０１２年及び２０１５年までの生産

能力の目標を掲げている。具体的には，２０１２年

までに多結晶シリコンの生産能力が３万トン，

シリコン・ウェハーと太陽電池がそれぞれ　８ 

GW と　６ GW，２０１５年までに多結晶シリコンと

太陽電池の生産能力がそれぞれ４万トンと１５ 

GW といった目標が掲げられた。また，２０１５年

までの目標として，太陽光発電産業を省の重要

な支柱産業に発展させ，総売上高２，５００億元（う

ち，売上高１，０００億元以上の企業１社，１００億元

以上の企業５社）といった売上高の目標も掲げ

られた。江西省政府は目標を実現するために，

賽維 LDK の年間生産能力２万１，０００トンの多

結晶シリコン工場の支援が主要な任務であると

決定した。

　さらに，融資や政策の優遇措置も多く盛り込

まれた。例えば，太陽光発電製造業の設備投資

に対して，優先的に財政の利息補助を提供し，

専門基金を設立して太陽光発電産業の発展を支

援することとなった。そのほか，国家の省エネ

改造の財政奨励金，外貨使用の支援，行政費用

の削減（最低費用の２０％を超えない）などの措

置も打ち出された。ところが，生産能力や売上

高の目標はあるものの，市場や販売先に関する

内容は言及されていない。

　このように，江西省政府の産業政策は，太陽

光発電産業を重視し，同産業及び個別企業の成

長を政府の発展計画に組み入れた。

　２００８年に賽維 LDK はすでに中国最大のシリ

コン・ウェハー生産企業であった。しかし省政

府が掲げた２０１５年の目標を実現するには数倍に

生産能力を拡張しなければならない。賽維 

LDK の生産拡張や上流・下流部門への参入を支

援するために，江西省新余市政府は融資担保を

提供した。

　財政部（２０１１）によると，新余市ハイテク開

発区は土地を担保にして，国家開発銀行江西省

支社の賽維 LDK に対する５，０００万元の融資を

実現した。また，２０１０年に江西省及び新余市政

府の努力により，新余市の建設投資会社の保証

により，国家開発銀行江西省支社は賽維 LDK 

に対する１２億元余りの融資が実現した。

　賽維 LDK は過剰なまでの融資を手にし，爆

発的な生産拡張により世界の上位メーカーに

なったが，深刻な債務危機に陥った。政府は賽

維 LDK を救済するために，資金調達に奔走し

ているという。『一財網』（２０１２年７月１７日）に

よると，２０１２年７月１２日に新余市政府は，賽維 

LDK の債務のうち，返済期限が近付いた５億

元を市政府の予算に計上した。

②　その他の事例

　太陽光発電産業を積極的に支援した地方政府

は江西省にとどまらない。

　例えば，常州億晶（２０１１年中国第９位の太陽

電池モジュールメーカー）は所在地である江蘇

省常州市金壇市政府の介入及び政府融資プラッ

トフォーム会社の担保を受け，数十億元の銀行

融資を獲得したという（『２１世紀経済報道』２０１３

年５月３１日）。

　太陽光発電産業の後発地区の政府も，太陽光

発電産業に対する優遇措置の策定に邁進してい

る。例えば，広西壮族自治区政府は，太陽電池

産業のような新興産業に資金や電力の保障など，

傾斜的支援策を講じるべきであると指示してい

る。同自治区桂林市興安県に，吉陽という企業

が現地政府の誘致を受けて，２００８年に太陽電池

産業に本格的に参入し，シリコン・インゴット

から太陽電池モジュールへとバリュー・チェー

ンを迅速に拡張した。同社は２０１５年までに１，０００

億元の売上高に達成するという計画を掲げた。

一方，興安県は物流や電力などの競争力がなく，

関連産業の基盤もない都市である（『広西新聞

網』２０１１年９月１６日）。

　すでに世界有数のメーカーに成長した江西賽

維 LDK の２０１５年の売上高目標も１，０００億元で

ある。中国の上位１０社にもランクインしていな
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い企業は，政府の支援なくして，このような野

心的な計画を打ち出せないであろう。

　このように，地方政府は熱狂的なまでに太陽

光発電産業の成長を支援し，企業の拡張を加速

化させてきた。このような政府の支援がなけれ

ば，中国の太陽光発電産業はかくも急速な成長

・拡張を実現できなかったであろう。

　

（３）融資の優遇

　サンテック１６　をはじめとして，中国の上位

メーカーは海外上場により巨額の資金を調達し

た（丸川２００９）。確かに，２００９年まで中国の太陽

電池メーカーは海外上場で資金調達することに

より成長を遂げた。しかし，海外上場による資

金調達は生産拡張の一因にすぎない。２００９年以

降のさらなる生産拡張には，中国国内の銀行に

よる融資は大いに貢献した。

　例えば，２００５年１２月にサンテックはニュー

ヨーク証券取引所に上場し，４．５５億ドルを調達

した。２０１０年にサンテックは中国国家開発銀行

から５年間にわたる５００億元（約７３．５億ドル）

の信用枠を獲得した。また２０１０年９月に賽維 

LDK は国家開発銀行と６００億元（約８９億ドル）

の融資契約を結んだ（『２１世紀経済報道』２０１２

年１２月１０日）。河北晶澳（JA Solar）は２００７年２

月に NASDAQ に上場し，２．２５億ドルを調達し

た。資源総合システム（２０１１，２８－３１ページ）

によれば，同社は２００９年７月に中国輸出入銀行

から合計６．２億元（約９千万ドル）の融資，中

国国家開発銀行から３００億元（約４４億ドル）の

融資及び信用枠を獲得した。さらに，２００６年１２

月にニューヨーク証券取引所に上場した常州天

合光能（Trina Solar）は，国家開発銀行と３００

億元（約４４億ドル）の融資に関する契約に合意

した。

　中国では，銀行が国有企業に対して優先的に

融資を行うために，民営企業が融資難にあるこ

とがしばしば指摘されている。しかし，民営企

業が主体となっている太陽光発電産業は例外と

いえる。政府がこの産業の優先的発展を支援し

ているからこそ，政策銀行である国家開発銀行

も熱心に太陽光発電産業に融資を行っているの

である。

　２００９年９月２２～２３日に，温家宝首相（当時）

は新エネルギー（太陽光発電産業を含む），電気

自動車など７つの新興産業の発展に関する会議

を計３回開いた。その後公布された会議公告で

は，これらの産業は「新興戦略性産業」と呼ば

れた（『人民日報』２００９年９月２３日）。２０１０年１０

月に，太陽光発電産業は前述した「戦略的新興

産業の育成と発展の加速に関する国務院の決定

（国発［２０１０］３２号）」によって戦略的新興産業

として正式に指定された。

　２００９～２０１２年，国家開発銀行のアニュアルレ

ポートでは，戦略的新興産業への支援を強調し，

サンテックや江西賽維 LDK，徐州中能（中国

最大の多結晶シリコン製造企業であり，保利協

 に買収された）など太陽光発電産業の上位企

業への融資を代表例として取り上げた。

　

（４）生産設備の輸入

　中国の太陽光発電産業が急成長を遂げたもう

１つ要因は，海外先進生産設備の導入である。

丸川（２００９）が指摘するように，製造技術を開

発しなくても装置メーカーから生産設備を購入

すれば太陽電池は製造できる。

　一方，企業は生産設備を輸入する際に，輸入

関税の免除という奨励措置を受けられる。

　前述したように，２００５年１２月７日に国務院が

公布した「産業構造調整の推進に関する暫定規

定」は奨励類産業への投資に対して，輸入設備

の関税・増値税を免除すると決めた。

　２００９年８月２０日に財政部，国家発展改革委員

会，工業情報化部，海関総署，国家税務総局，

国家能源局は「重要技術装置の輸入税政策の調

整に関する通知（財関税［２００９］５５号）」を公布

した。同「通知」は，中国企業の核心的競争力

や自主イノベーション能力の増強，及び産業構

造の高度化の推進を目的とし，国家が支援する

───────────
１６　サンテックの成長について，丸川（２００９， 
２０１３），Marukawa（２０１２）を参照。
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重要技術産業を対象とし，基幹部品・原材料の

輸入関税・増値税を免除する政策である。太陽

エネルギー発電設備は重要技術装置・製品の目

録に掲載された（具体的な部品リストは未発表）。

　また，２０１２年３月７日，財政部，工業情報化

部，海関総署，国家税務総局は上記「財関税

［２００９］５５号）」の免税目録を修正し，新たに「重

要技術装置の輸入税政策の目録の調整に関する

通知（財関税［２０１２］１４号）」を公布した。太陽

電池ウェハー切断機など，具体的な太陽電池生

産設備・部品を重要技術装置・製品の目録に掲

載した。この目録に掲載された品目を輸入する

場合には，輸入関税・増値税が免除される。

　太陽光発電産業は奨励類産業であり，重要技

術産業でもあるので，輸入関税・増値税の免除

を受けることが可能である。

　２００８年末に前述した江西省新余市の税関は，

太陽光発電産業の製造企業の輸入関税・増値税

免除の申請計３１３件を許可した。関連する輸入

設備は１．８億ドル，輸入関税免除は２．７億元，う

ち賽維 LDK が２．０５億元を占めた（『中国新余

網』２００９年１２月２５日）。

　このように，中国の太陽光発電製造企業は

ターンキー方式で製造装置を含む先進設備を輸

入することにより，短期間のうちに大量生産が

可能となった。しかも，政府は設備輸入に対す

る輸入関税の免除という奨励措置をとることに

より，企業の生産拡張を加速化させたのである。

　

（５）税優遇政策

　１９９１年７月１日より実施された「中華人民共

和国外資企業及び外国企業の所得税法」によれ

ば，企業所得税の税率は３０％であり，それに加

えて，地方所得税の税率は３％である。また，

経済特区や経済技術開発区などに立地する外資

製造企業は，１５％や２４％の税率を適用できる。

同法第８条によれば，経営期間が１０年以上の外

資製造企業は，営業収入が発生した年度から，

第１～２年の企業所得税の免除，第３～５年の

企業所得税の半減を受けることができる。ただ

し，２００８年１月１日より「中華人民共和国企業

所得税法」の実施により，前記「外資企業及び

外国企業の所得税法」は廃止され，中国企業，

外資企業を問わず，税率は２５％に統一された。

表８が取り上げた中国の上位メーカーのうち，

Canadian Solar はカナダで登記しており，他の

６社はいずれもケイマン諸島で登記している。

そのため，これらの企業は生産や主な企業経営

活動などを中国で行っているが，いずれも外資

企業である。そのため，外資企業向けの「２年

免除，３年半減」の税優遇を受けた。むろん，

これはすべての外資企業を対象とする税優遇措

置であり，太陽光発電産業のみを優遇する政策

ではない。

　ここで強調したいのは外資企業向けの「２年

免除，３年半減」優遇策ではなく，高・新技術

（ハイテク・ニューテク）企業を対象とする１５

％の企業所得税優遇策である。中国の主な太陽

電池製造企業はいずれもこの１５％の優遇税率を

受けている。ここでは，高・新技術企業につい

て簡単に説明しておこう。１９９１年以降，中国は

高・新技術産業開発区に立地する企業を対象と

し，高・新技術企業の認定をし始めた。ここで，

２０００年７月２３日に，科学技術部が公布した「国

家高・新技術産業開発区の高・新技術企業の認

定条件と弁法（科技部国科発火字［２０００］３２４号）」

を取り上げる。同「認定条件と弁法」は，電子

情報技術，新エネルギー・省エネ技術など１１技

術分野を高・新技術と指定した。指定された技

術分野の製品を生産・開発する企業は一定条件

を満たせば，高・新技術企業として認定され，

１５％の企業所得税の優遇税率を享受できる。条

件は①高・新技術製品の研究開発に従事する従

業員が従業員全体の１０％以上を占めること，②

企業の研究開発費が当該年度の総売上の５％以

上を占めること，などがある。

　また，高・新技術産業開発区以外に立地する

企業を対象とし，１９９６年１月１７日に国家科学技

術委員会は「『国家高・新技術産業開発区以外

の高・新技術企業の認定条件と弁法」の公布に

関する通知（国科発火字［１９９６］０１８号）」を公布

した。「国科発火字［１９９６］０１８号」は前記「科技
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「国科発火［２００８］１７２号」の実施により，前記

「国科発火字［１９９６］０１８号」と「科技部国科発火

字［２０００］３２４号」は廃止された。

　政府の狙いは優遇税率の適用によって，企業

の自主的な研究開発を核とする総合的なイノ

ベーション能力を高めさせ，産業構造の高度化

を推進させることにある。

　中国の上位太陽電池製造企業はいずれも高・

新技術企業として認定された。これらの企業は

外資企業向けの「２年免除，３年半減」税優遇

措置を受けた後，いずれも高・新技術企業を対

象とする１５％の優遇税率を享受し続けた。２００５

～２００７年，サンテックは１５％の高・新技術企業

優遇税率を享受したと同時に，外資企業向けの

「２年免除，３年半減」も適用された１７。その

ため，サンテックは７．５％という低い税率を享

受することとなった。また，Trina も同様に，

７．５％の優遇税率を２００２～２００３年に受けた（表

８）。ちなみに，表８は取り上げていないが，

部国科発火字［２０００］３２４号」とほぼ同じ１１技術

分野や条件を指定した。ただし，企業の研究開

発費の総売上に占める割合を４％以上とした。

　２００８年４月１４日，科学技術部，財政部，国家

税務総局は連合して「『高・新技術企業の認定

と管理弁法』の公布に関する通知（国科発火

［２００８］１７２号）」を通達した。高・新技術企業に

認定するための必要条件には，①主要製品

（サービス）の核となる技術の自主的知的財産

権を有すること，②製品（サービス）は「国家

の重点的に支援する高・新技術領域」に属する

こと，③研究開発に従事する従業員が従業員全

体の１０％以上を占めること，④研究開発費が当

該年度の総売上の６％（売上が５，０００万元以下

の企業），４％（売上が５，０００万～２億元の企業），

または３％（売上が２億元以上の企業）以上を

占めること，などがある。太陽電池や太陽電池

用多結晶シリコン，ウェハーなどは重点的に支

援する高・新技術領域に指定された。また，

表８　上位メーカーの優遇税率
単位：%

２００５２００４２００３２００２２００１２０００１９９９
３０+３３０+３３０+３３０+３３０+３３０+３３０+３＊正常税率
１２１２７．５７．５１５００Trina
他他FIE＊HNTEFIE＊HNTEFIEFIEFIE適用税率
１２１２００Canadian Solar
FIEFIEFIEFIE適用税率
７．５００Suntech

FIE＊HNTEFIEFIE適用税率
LDK
適用税率
Yingli
適用税率
JASolar
適用税率
Jinko Solar
適用税率

単位：%
２０１３２０１２２０１１２０１０２００９２００８２００７２００６
２５２５２５２５２５２５３０+３３０+３正常税率
１５１５１５１５１５１５２７１２Trina

HNTEHNTEHNTEHNTEHNTEHNTE優遇なし他適用税率
２５２５２５１５１５１５n.a.１２Canadian Solar

優遇なし優遇なし優遇なしHNTEHNTEHNTEFIE適用税率
n.a.n.a.１５１５１５１５７．５７．５Suntech

HNTEHNTEHNTEHNTEFIE＊HNTEFIE＊HNTE適用税率
１５１５１５１５１５１５００LDK

HNTEHNTEHNTEFIEFIEFIEFIEFIE適用税率
１５１５１２．５１２．５１２．５００Yingli

HNTEHNTEFIEFIEFIEFIEFIE適用税率
１５１５１５n.a.n.a.n.a.００JASolar

HNTEHNTEHNTEFIEFIEFIEFIEFIE適用税率
１５１２．５１２．５１２．５０Jinko Solar

HNTEFIEFIEFIEFIE適用税率

FIE＝外資企業向けの「２年免除，３年半減」優遇税率，HNTE＝高・新技術企業向けの１５%優遇税率，他＝
他の優遇税率。
注：＊立地によって，２４＋３　の税率がある。
出所：各社各年度のアニュアルレポートより作成。

───────────
１７　２００８年より，このように２つの優遇措置を同
時に適用することができなくなった。
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各メーカーの子会社の大多数も高・新技術企業

として認定され，優遇税率を受けた。

　太陽光発電産業は政府が指定した重点的に支

援する高・新技術領域に属するために，主な

メーカーは優遇税率を受けたのである。太陽電

池製造業の拡大期には，高・新技術企業所得税

優遇策は企業の拡張に寄与したと考えられる。

　しかし，これらの上位企業は，果たして高・

新技術企業の条件を満たしているのか。この点

に関しては，後述する。

　企業所得税の他に，前述した生産設備や原材

料の輸入関税・増値税の免除措置も企業の生産

拡張を加速させたのである。

　

（６）環境保護コストの欠如

　中国の環境保護コストの欠如も太陽光発電産

業の成長要因である。多結晶シリコン生産企業

は次々と誕生したが，２０１０年１２月に「多結晶シ

リコン産業参入条件（工連電子［２０１０］１３７号）」

が公布されるまで，中国は多結晶シリコン産業

に対するエネルギー消耗や環境を汚染する副産

物の回収に関する規制措置を講じなかった。そ

のため，２０１０年まで，大多数の多結晶シリコン

生産企業は副産物の回収設備を設置しなかった。

また，前述した江西省政府は，太陽光発電産業

の製造企業に対して，汚水排出費や環境保護観

測費などの費用を５分の１の水準にまで引き下

げた。

　２０１１年９月に，中国の太陽電池上位メーカー 

Jinko Solar の浙江省海寧市工場で環境汚染問題

が発生したため，地元の住民が工場を取り囲ん

で抗議する事態にまで至った。２０１１年４月に同

社ではすでに環境汚染問題が発生し，海寧市環

境保護局は改善命令を出していた。ところが，

徹底的な改善はされていなかったという（『新

華網』２０１１年９月２０日）。

　環境保護規定の不備や当時の政府の環境管理

の甘さなどのために，太陽光発電産業への参入

は極めて容易となった。

　わずか数年のうちに，中国が世界最大の太陽

電池生産国・輸出国となったのは，独自の技術

を持っていたからではなく，やはり他の産業と

同様に，外国から生産設備や生産技術を導入し，

投資に依存して短期間に生産能力を拡大し，加

工貿易に従事することにより成長したからであ

るといえよう。「自主イノベーション」による

成長方式の転換が強調されているなかで，太陽

光発電産業は実際のところ新たな低付加価値の

組立産業・外需依存産業にとどまっている。太

陽光発電産業の事例を見る限り，「自主イノ

ベーション」による成長方式の転換はいまだ道

半ばであると判断せざるをえないであろう。

７．企業側の研究開発活動

　中国の主な太陽電池メーカーのうち，専門技

術者が創業した企業が２社ある。サンテックの

創業者施正栄はオーストラリアに留学し，太陽

電池の研究をし，博士号を取得した。Canadian 

Solar の創業者瞿暁 はカナダに留学して半導

体材料を研究し，博士号を取得した（丸川２０１３，

１０７－１１２ページ）。その他，Yingli Solar はオラ

ンダの Energy Research Centre など外部機関

と提携して研究開発を行っている。賽維 LDK 

は上海交通大学と共同研究を行っている。研究

開発を評価することは難しいので，ここで，研

究開発集約度，つまり売上高に占める研究開発

支出の割合，及び研究開発に従事する従業員の

比率という２つの指標を取り上げる。

　

（１）研究開発集約度

　表９は中国の主なメーカーの研究開発集約度

を示している。比較するために，アメリカの 

First Solar 社のデータも取り上げる。First 

Sola r社は，CdTe 薄膜太陽電池に特化した独自

の技術を持つ，世界最大の薄膜太陽電池メー

カーである。

　中国メーカーの研究開発集約度は First Solar

社よりはるかに低い。中国上位企業７社合計の

６２個のデータのうち，３５個のデータは１％にも

達していない。２％を超えたデータはわずか７

つだけである。前述した「国科発火字［１９９６］

０１８号」，「科技部国科発火字［２０００］３２４号」，２００８
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年の「国科発火［２００８］１７２号）」では，売上に対

する研究開発費の支出の割合を高・新技術企業

の認定条件としている。しかし，高・新技術企

業として認定された中国の主な太陽光発電産業

のメーカーは，一番低い条件である３％にも達

していない。

　

（２）研究開発員

　また，研究開発に従事する従業員が従業員全

体に占める割合を見てみよう（表１０）。７社合

計５０個のデータのうち，４２個のデータは５％以

下にとどまっている。前記３つの政策は研究開

発に従事する従業員が従業員全体の１０％以上を

占めることを高・新技術企業の認定条件として

いるが，この条件を満たした企業は１つもない。

　賽維 LDK が高・新技術企業に認定されたの

は２００９年である。２００８年に賽維 LDK は１４，１３０

人の従業員を有し，そのうち６９４人は研究開発

員であった。２００９年に，金融危機の影響もあり，

中国全体の太陽光発電産業の製造企業は外需の

鈍化に遭った。２００９年に，賽維 LDK は６６６人の

従業員を減らし，そのうち，５２４人は研究開発員

であった。そのため，２００９年に賽維 LDK の研

究開発員は１７０人へと急減した（データは賽維 

LDK のアニュアルレポートにより）。

　また，２００８年より，主要製品（サービス）の

核となる技術の自主的知的財産権を有すること

も高・新技術企業の条件となっている。賽維 

LDK の２００９年のアニュアルレポートによれば，

同社は特許を有しておらず，特許の出願もない。

８．おわりに

　中国政府は投資に依存する「粗放型成長」の

限界を認識したうえで，「自主イノベーション」

による成長方式の転換を打ち出し，戦略的新興

産業を指定し，これを国家戦略として位置づけ

た。今日の中国経済が抱える諸問題を考慮に入

れると，中国が技術進歩に依存した成長方式へ

の転換を図る時期を迎えていることは明らかで

ある。その意味で，「自主イノベーション」の

表９　売上高に占める研究開発支出の割合
単位：%

２０１３２０１２２０１１２０１０２００９２００８２００７２００６２００５２００４２００３２００２
－－１．２３１．３９１．７１０．８０１．１１１．４０１．４９０．５５１．０７２．０５Suntech

０．７１１．００１．０４０．４６０．５００．２６０．３３０．５８０．０９０．４２０．４９０．１７Canadian Solar

２．１５１．６５１．９４１．１０２．５４０．７６０．４３１．４１０．５０－－－Yingli

１．１２２．０４２．１５１．０００．６４０．３７０．９３１．６６０．４５－－－Trina

－２．０６２．１６０．４３０．７６０．４６０．６１０．２８－－－－LDK

１．２６１．２８０．６４０．５４１．１９０．５３０．１６０．１９－－－－JASolar

０．９３１．４４０．４１０．６８０．３８０．０２０．０１－－－－－Jinko Solar

４．０６３．９３５．０８３．７０３．７８２．６９３．００４．７１４．９４９．１７１１９．６６１２３０．４１First Solar（米）

出所：各社各年度のアニュアルレポートより作成。

表１０　従業員に占める研究開発者の割合
単位：%

２０１３２０１２２０１１２０１０２００９２００８２００７２００６２００５
－－２．１５２．２２３．０４４．２１３．６４６．１５５．５３Suntech

２．１１２．６６１．８８１．５５１．２８１．１８０．５０５．２８－Canadian Solar

５．２６８．１２８．２８９．４４４．４６０．５３４．７３－－Yingli

３．９９３．６５３．９０２．６８０．６１０．８０１．１８２．７８－Trina

－３．０６３．５６１．４２１．２６４．９１－－－LDK

１．２５１．１２０．８８０．５５０．８６２．９７１．７７２．５８－JASolar

１．４２１．８６１．８６５．０８１．６３１．７１０．００－－Jinko Solar

出所：各社各年度のアニュアルレポートより作成。
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提唱は適切な政策判断といえよう。ところが，

本稿で取り上げた太陽光発電産業の事例を見る

限り，政府はイノベーションによる成長方式へ

の転換を認識しながらも，戦略的新興産業の育

成政策の内容は生産規模・速度ばかりを追求し

た生産拡張の支援策にとどまっている。

　太陽光発電産業の事例研究から，現時点にお

ける戦略的新興産業の育成政策は，おおよそ以

下のように特徴づけることができよう。

①　特定産業・個別企業の指定。

②　生産設備・部品などの輸入に対する輸入

関税・増値税の免除（すなわち，従来通

りの加工貿易の免税措置と大差は見られ

ない）。

③　政府による企業の生産活動への過度な介

入。

④　土地・税金・融資などの優遇措置による

企業の投資活動・生産拡張への支援。

　戦略的新興産業の育成政策に見られる傾斜的

な優遇措置は，市場メカニズムによる資源の効

率的な配分の障害となっている可能性がある。

中国では，奨励類産業は参入の許認可，土地の

優先的提供，融資の優遇措置などを得やすい

（中国社会科学院工業経済研究所２０１０，１７２頁）。

政府が特定産業を対象とする支援政策を実施し

たことにより，当該産業に参入する企業数は，

市場メカニズムに基づき参入する企業数より多

くなる傾向がある。生産能力過剰が発生したと

しても，政府（とりわけ地方政府）の保護策が

あるために，競争力がない企業であっても退出

・淘汰することは容易ではない。

　一連の政策や融資を受けて生産拡張に邁進し

た結果，中国では世界全体の太陽光発電産業の

需要を超えるほどの過剰生産能力が形成された

のである。

　多結晶シリコンの不足により価格高騰が続く

なか，先進国企業は多結晶シリコンの使用量が

極めて少量ですむ太陽電池，あるいは非シリコ

ン系の薄膜型太陽電池の研究を進めてきた。太

陽電池のコスト削減には，多結晶シリコンの生

産コストの削減も重要であり，これこそがイノ

ベーションであるといえよう。

　これに対して中国政府は，多結晶シリコン生

産企業に低廉な電気料金や土地を提供し，汚水

排出費用を減免し，企業の設立や増産を支援し

た。このような支援が続く限り，中国企業が生

産コスト削減に向けて研究開発を進める動機を

見出すことは困難であろう。

　一方，太陽電池産業における品質や技術改善

のための政策措置はあまり見られない。王・任・

高等（２０１０，５６頁）によれば，中国は太陽光発

電産業をハイテク産業と指定したにもかかわら

ず，太陽電池技術の向上を目的とした国家レベ

ルの技術研究機構は存在しない。また，太陽電

池の品質に関する技術標準の整備も遅れている。

　本稿で取り上げた太陽光発電産業の事例をみ

る限り，製造業の高付加価値化や「自主イノ

ベーション」を中心に据えた戦略的新興産業の

育成政策は，投資・生産拡張の支援策にすぎず，

成長方式の転換に積極的な効果をもたらしてい

ると評価することはきわめて困難である。

　中国政府は企業が主体として，市場が誘導し，

産学研提携のイノベーション・システムの構築

を強調した。しかし，「自主イノベーション」

能力を向上させるには，企業に任せるべきでは

ない。

　R&D 活動は「基礎研究」，「応用研究」，「開発

研究」に分けられる。中国の R&D 支出に「開

発研究」が占める割合は１９９５年の時点で６８％で

あったが，２０１２年に８４％へと上昇した。「基礎

研究」と「応用研究」は僅か１６％にすぎない。

一方，日本，アメリカ，韓国などの OECD 国で

は，「基礎研究」と「応用研究」の割合は４割前

後である１８。中国の研究開発能力が不足してい

る部分は「基礎研究」と「応用研究」である。

　中国では，企業の研究開発が「開発研究」に

集中している。例えば，賽維 LDK の２０１２年の

アニュアルレポートによれば，同社の R&D 支

出はすぐ利益に繋がる研究開発活動にしぼった。

───────────
１８　OECD. StatExtracts の「Research and Devel-

opment Statistics」のデータに基づき計算。
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むろん，このような既存技術や生産工程の改良

もイノベーションである。しかし，中国に欠け

ているのは，「自主イノベーション」のうち，

オリジナル・イノベーションである。オリジナ

ル・イノベーションの能力を向上させるために，

「基礎研究」や「応用研究」は必要不可欠であ

る。

　それでは，政府の科学技術や教育への支出を

見てみよう。１９８０年に国家財政に占める科学技

術支出の割合は５．２６％であったが，２００５年に

３．９３％へと低下した。その後，２０１０年に４．５８％

にまで上昇したが，１９８０年代の水準より低い

（国家統計局・科学技術部編２０１１）。また，趙・

倪編（２０１１，５９頁）によれば，２００８年に，中国

の GDP に占める教育支出の割合は３．０５％にす

ぎず，世界平均水準の５．１％より低く，発展途

上国の平均水準である４％よりも低い。科学技

術や教育への支出の不足は，研究開発人材の育

成だけでなく，普通労働者の質の向上にも影響

を与える。

　政府が企業の投資活動や生産拡張を直接に支

援するというよりは，科学技術や教育の支出を

高め，「基礎研究」や教育に注力することによ

り，「自主イノベーション」の基盤となる人材

の育成を通して，成長方式の転換を図ることが

望まれよう。
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　This paper analyzes the reasons of the development of the Chinese photovoltaic industry.

　China is the largest producer of many industrial products and has become the world’s largest 

exporter in 2009. However, half of China’s exports are low-value-added processing trade. Only a 

few Chinese manufacturing firms undertake R&D (research & development) activities.

　The Chinese government has emphasized the transformation of economic development mode 

from factor-driven to innovation-driven mode and from extensive to intensive growth. For the 

purpose of enhancing the abilities of indigenous innovation, the Chinese government has designated 

high-tech industries and seven strategic emerging industries.

　As a high-tech and strategic emerging industry, the Chinese photovoltaic industry has achieved 

rapid growth and formed excess capacity over the course of only a few years. As a result, China 

has become the world’s largest solar photovoltaic producer and exporter. Although the Chinese 

government has continued to emphasize the transformation of industrial development mode from 

processing trade to indigenous research, many photovoltaic manufacturers import the raw 

materials of silicon or photovoltaic cells and then re-export them as photovoltaic modules after 

processing. Both the ratio of R&D Expenditure/Net Sales and the ratio of R&D Employees/All 

Employees of main Chinese manufacturers are low in spite of their being authorized as “High and 

New Technology Enterprise”.

　This paper finds that the rapid growth of the Chinese photovoltaic industry mainly comes from 

government support and preferential treatment for taxes and loans; as well as fundraising through 

initial public offerings in foreign stock markets, importation of production equipment, and easy 

environmental standards. The development mode of the Chinese photovoltaic industry is still a 

factor-driven instead of innovation-driven mode.
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